
表２HRMチェックリストの結果(保険・金融業)

障害者雇用と企業の雇用環境に関する研究（4）
～同業種・同規模企業間比較を通じて～

〇金川 善衛１） 池田 浩之２） 星明 聡志3） 奥脇 学4） 實盛 朱里5）

１）NPO法人日本学び協会 ２）兵庫教育大学大学院 ３）社会福祉法人北摂杉の子会 ジョブジョイントおおさか

４）有限会社奥進システム 5）NPO大阪精神障害者就労支援ネットワーク

KEY WORDS: 雇用環境、職場定着、発達障害、精神障害

近年,障害者雇用者数・実雇用率ともに過去最高を更新中
である一方で,雇用率未達成企業は48.3％（令和４年障害
者雇用実態調査）と半数近くの企業は未達成である.また,
未達成企業に占める障害者雇用0人企業の割合は58.1%と
なっており、障害者雇用取り組んでいない企業が一定数
存在している.障害者雇用に取り組む企業が増えて欲しい
という期待の中で,離職率の課題も顕著であり,これから取
り組む企業にとっては,二の足を踏む要素となりうる.
障害者雇用が企業環境へ与える良い効果（本研究では
「企業の実際の成長や利益に影響を与える要因」と定
義）を明らかにできれば,未達成企業の減少や社会におけ
る障害者雇用のポジティブな広がりが期待できると考え
た.

本研究は,2019,2022に発表を行ったものの継続研究であ
る.その中で星明らによって,人事側で判断する企業の成長
や利益に影響する従業員側の要因としては,「経営者と従
業員」「経営者への信頼」と言った Human Resource 
Management チェックリスト（以下、HRMチェックリ
スト）従業員用のワークシチュエーション内の因子が挙
げられていた.
今回の発表では,業種または企業規模に着目し,同業種

内・同規模の企業間比較においてそれらにどのような特
徴があるのか,HRMチェックリストを用いて,障害者雇用を
行っている企業の業種による経営環境の特徴を明らかに
することとした.これにより,障害者雇用を取り組む企業の
経営環境で整備するべきポイントの示唆が得られると考
えた.

【研究背景】

【研究目的】

【研究方法】

【研究結果】
従業員用項目に回答した社員5名ずつを抽出して、対応

のないt検定を行った。
解析にはSPSSver.29を用いて行った。

表3 同業種・同規模の2社間比較それぞれの結果

【考察】

対 象
障害者雇用を行っている保険・金融業、製造業
を営んでいる従業員300人～500人の企業各2社。
いずれも特例子会社

手続き
本研究への協力依頼を行い、Webの入力フォー
ムにて回答を得た

測定材
料

独立行政法人 労働施策研究・研修機構のHRM
チェックリスト(2003)
※企業の代表者（もしくは人事担当者）用のア
ンケートシートには,障害者雇用に関する
情報が記載できるように一部改訂

・従業員項目についてA,B社の方が一般企業同業種と比較
して,全般的に有意な結果が出た.
・今の職務専門分野でのキャリアへの関心は高い.
・人事項目は一般企業と比較して,低い結果が出た

・両業種ともに「職務」「同僚や顧客との関係」「福利厚
生」において差の傾向がみられた.
・保険,金融業では「キャリアコミットメント」,製造業で
は「処遇報酬」が独自の項目が抽出された.

【実践に向けて】
R6年度障害者雇用促進法改正により,障害者雇用相談援

助成金（仮称）の新設や訪問型職場適応援助者助成金の
拡充など「障害者雇用の質」にフォーカスの当たる時代
が本格的にやってくる.働く個人だけでなく,環境構築にも
焦点を当て,広い視座を持ち取り組む必要がある.本研究を
継続する中で得られる傾向を参考にしながら「働きやす
い環境構築」に,支援者として覚悟をもって取り組んでい
きたいと思う.
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本研究では,障害者雇用を取り組む企業の経営環境におけ
る業種による特徴を検証した.同業種間比較により,業種共
通の差のある項目が得られたことは,業種問わず全般的に経
営環境整備をする上でポイントとなりえるであろう示唆が
得られた.また、業種間比較により業種独自の項目として挙
げられたものは,業種特有の項目である可能性もある. 
今回抽出された「職務」「同僚や顧客との関係」「福利

厚生」「キャリアコミットメント」「処遇報酬」といった
項目は, 従業員が感じている組織風土に影響を受けやすい
項目が抽出されたことが特徴的である.
また,「同僚や顧客との関係」という人間関係に関する項

目については,構成員によって影響を受けやすく,経営環境
が構成員によって影響を受けることを示唆している.
本研究は同業種・同規模間の企業を比較することによっ

て,企業間比較を行った際に共通して差が出やすい項目や、
業種で特徴的な項目を抽出することができた。雇用環境を
調整していく際に,業種・規模が関係のないどの企業にも共
通して環境差が出やすい項目や,業種に特徴的な差が出やす
い項目に注目しながら,雇用管理施策等を行っていく必要性
が考えられた.本研究は企業のペア比較であり,調査協力者
も少ないことから,引き続きデータ数を増やしながら傾向を
確認していく必要がある.

表1 研究方法を整理したもの
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